
地震への備え －いざという時のために－
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南海トラフ地震とは

南海トラフ地震の発生の仕方には多様性があり、
宝永地震のようにほぼ全域が一度にずれ動く場合もあれば、
安政・昭和のように時間差で発生することもある。
（昭和は２年後、安政は32時間後）

駿河湾から日向灘にかけて存在するプレートの境界を
南海トラフと呼び、そのプレート境界域で発生する
Ｍ８クラス以上の地震のことです
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建物被害 (全壊) 液状化 2,300棟

揺れ 200棟

崖崩れ 20棟

(全焼) 10～50棟

合 計 2,600棟

人的被害 (死 者) 10名

(負傷者) 1,000～1,400名

地震動：基本ケース 地震動：陸側ケース

建物被害 (全壊) 液状化 2,600棟

揺れ 7,800棟

崖崩れ 80棟

(全焼) 50～2,700棟

合 計 13,000棟

人的被害 (死 者) 300～500名

(負傷者) 6,600～9,800名
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琵琶湖西岸断層帯
（北部）M7.1（1～3%）
（南部）M7.5（ほぼ0%）

湖北山地断層帯
（南東部）M6.8（ほぼ0%）

花折断層帯
（北部）M7.2（不明）
（中南部）M7.3（～0.6%）

柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯
（中部）M6.6（確率不明）
（南部）M7.6（確率不明）

集福寺断層M6.5（不明）

頓宮断層 M7.3（～1%）

鈴鹿西縁断層帯 M7.6
（0.08～0.2%）

柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯

頓宮断層

木津川断層帯M7.3
（ほぼ0%）

木津川断層帯

湖北山地断層帯
野坂・集福寺断層帯

三方・花折断層帯

琵琶湖西岸断層帯
鈴鹿西縁断層帯

活断層の想定地震規模と今後３０年間の発生確率
（地震調査研究推進本部 令和５年１月１日時点の評価値）



地震被害想定見直（H26.3公表）

☆

建物被害 (全壊) 液状化 1,265棟

揺れ 36,826棟

崖崩れ 412棟

(全焼) 30～600棟

合 計 39,103棟

人的被害 (死 者) 1,384～2,182名

(負傷者) 13,515～21,039名



地震
発生

地震発生時の初動対応(自衛隊等への要請)について

震
度
７

自衛隊への派遣要請

消防への応援要請
（緊急消防援助隊）

災害派遣医療チーム
(DMAT)の派遣要請

震
度
６
（
強･

弱
）

自衛隊への派遣要請

消防への応援要請
（緊急消防援助隊）

災害派遣医療チーム
(DMAT)の派遣要請

災害
対策
本部
設置

（震度６以上）

第１回
本部員
会議／
知事会見

第２回
本部員
会議／
知事会見

会議目的：地震、気象情報、
被害状況の共有
対応方針の検討

12ｈ

会見内容：地震・気象状況
県民への注意喚起

会議目的：被害情報の共有
対応方針、災害救助法
適用の可否を検討

会見内容：地震・気象状況
被害の状況
今後の対応方針

直
ち
に
要
請

・要請者：知事 （市町の被災状況、要請・要望、警察、消防等の活動状況を考慮）

・要請内容：人命救助等

・要請者：知事 （市町の被災状況、要請・要望、災害対応状況、119入電状況等を考慮）

・要請内容：人命救助等

・要請者：知事 （市町の被災状況を考慮）

・要請内容：被災地域への出動

６～９ｈ～３ｈ

・要請者：知事
・要請内容：人命救助、医療支援、給水・入浴支援等

・要請者：知事
・要請内容：人命救助、情報収集

・要請者：知事
・要請内容：被災地域への出動（震度６弱以上で待機）

◇ 震度７の場合、直ちに実動部隊（自衛隊、消防、DMAT）の派遣・応援要請を行い、人命救助活動を推進

◇ 震度６の場合、被災状況を踏まえ、必要により実動部隊（自衛隊、消防、DMAT）の派遣・応援要請を実施

◇ なお、初動対応にあたり、国（政府）、関係機関・関係団体と密接に連携し、組織的な活動に着意

共

通

政府への要請
(例）応急対策職員派遣の

場合

関係機関・関係団体
への応援要請
(協定締結数：
227協定、401団体)

人命救助に係る要請の実施（要請者：各部局）
（例）電気・通信、道路啓開、応急危険度判定重点 その他 ・相手方対応体制および連絡手段の確認

・必要に応じて活動要請 （要請者：各部局）

（
全
般
）
（建設業協会の場合） ・要請者：土木交通部

・要請内容：パトロール、緊急輸送道路の啓開等直ちに要請

応援要請に向けた
情報収集 応援職員の必要性の有無等

必要により総務省、
被災地域ブロック幹事都道府県に連絡

被害状況の把握 必要により要請
（被害状況による。）

※1 要請手続き
知事 ⇒ 今津駐屯地司令
（防災局） （第３偵察戦闘大隊）

※2 要請手続き
知事 ⇒ 消防庁長官
（防災局） （消防庁広域応援室）

※3 要請手続き
知事 ⇒ 厚生労働大臣
（健福部） （県内：災害拠点病院、県外：大阪医療センター「近畿ブロック事務局」）
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※1

※２

※３



令和５年度 滋賀県災害対策本部運営訓練

【訓練想定】

１ 前提

琵琶湖西岸断層帯を震源とする大規模地震が令和５年９月〇日（●）午前８時３０分に発生。
県の被害想定（平成26年３月公表）を基本とした被害が生ずるものとする。
参考：県ＨＰ（https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/bousai/zishin/11383.html）

２ 重点取組項目→各所属の初動対応が適切にできるか、確認してみよう！

（１）職員の安否確認、BCPの割振（一課一班体制の確認）

（２）庁舎（執務室）や所管施設の被害把握

（３）県民（来庁者、所管施設の利用者）の安全確保

（４）応急対応活動に向けた情報整理
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地震
発生

災害
対策
本部
設置

第１回
本部員
会議／
知事会見

第２回
本部員
会議／
知事会見

12ｈ６～９ｈ～３ｈ

９月〇日（●）
0830

９月○日（●）
1130

９月○日（●）
1600

10月12日（木）
1000

0900
被害想定
付与

0830
・庁内放送（発災）
・訓練想定付与
・安否確認メール

1100
第１回
本部員会議
レク

◆庁内放送を
もって訓練開始

◆レク終了をもって
訓練終了

0800
被害想定
付与

0945（仮）
第２回
本部員会議
レク

９月○日（●）訓練

訓練後、局内訓練評価
他部局の対応状況を取り纏め

第
２
回
本
部
員
会
議

知
事
会
見

訓
練
講
評
受
け

知
事
所
見

10月12日（木）訓練
1000～1100～

◆庁内放送(0830)を
もって訓練開始

◆知事所見をもって
訓練終了（仮）

訓練タイムライン

第
１
回
本
部
員
会
議

1130～ 1130～

訓
練
後
、
最
初
の
県
政
経
営
会
議

第2回本部員会議(訓練)の周知
各部における9月○日訓練の報告依頼


















